判例32　同意入院（医療保護入院）の要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者：浅岡裕子
＜事案＞

・Ｂ医師は原告Ｘにつき、躁鬱状態で入院必要と判断。父と兄の同意で、精神衛生法33条により入院させた。
・しかしＸの場合、同意できるのは配偶者のみ。よってＢは、Ｙ2市長に保護義務者としての同意を求めた。その際の書面には、病名「躁鬱病の疑い」、通知事由欄に「保護義務者選任申立て中」と記載。
・これに対しＹ2は、Ｘの住所が市内にあることだけ確認、Ｘの状態等は確認せず同意書面交付。
＜原告の主張＞

Ⅰ：国（Ｙ1）に対して―国家賠償法1条1項に基づく損害賠償請求

　　　　　　　　　　　　　　　　根拠①法33条は違憲。違憲の法をつくった国会議員の立法行為は国賠1条1項の違法行為に当たる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　―法33条を違憲とする根拠

　　　　　　　　　　　　　　　　　ⅰ）自己決定権を奪う。判断能力のある精神障害者も対象とする点で過度に広汎→憲法13条違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　ⅱ）精神障害者についてのみ意思に反する入院の制度を認める→14条違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　ⅲ）法33条の文言は曖昧で、恣意的に適用される可能性がある→31条違反

　　　　　　　　　　　　　　　　　ⅳ）同意入院制度は人身の自由を制限するのに、弁護人依頼権等が保障されず→31、34条違反
根拠②精神衛生法は違憲ゆえ、憲法に適合するよう適正な指導や手続保障をすべきなのにしなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　根拠③Ｘは同意入院の対象となる精神障害者に該当していなかったから、Ｙ2の同意は違法。

　　　　　　　　　　　　　　　Ⅱ：市（Ｙ2）に対して―国賠1条1項に基づく損害賠償請求←根拠はⅠ③と同じ
　　　　　　　　　　　　　　　＜被告の主張＞

　　　　　　　　　　　　　　　Ⅰ：国（Ｙ1）の主張

　　　　　　　　　　　　　　　・①につき―法33条は違憲でない。仮に違憲でも、国会議員の立法行為は「立法の内容が憲法の一義的な
　　　　　　　　　　　　　　　文言に違反しているにもかかわらず国会があえて立法を行うような例外的な場合にのみ」国家賠償法上違法と
　　　　　　　　　　　　　　　なるのであり、本件はそのような場合に当たらない。

　　　　　　　　　　　　　　　・②につき―同意入院につき統一的取扱要領等を示しているから、適正かつ必要な指導をしている。

・③につき―入院が精神障害者の保護にならないことが明白でない限り、診断を尊重し同意しても違法でない。
　　　　　　　　　　　　　　　Ⅱ：市（Ｙ2）の主張―Ｘの治療や入院の必要性の有無はＢが判断することで、Ｙ2は調査する必要ない。

　　　　　　　　　　　　　　　＜地裁の判断＞＝Ｙ2市長の同意は違法なので、Ｙ1とＹ2の損害賠償責任を認める。
　　　　　　　　　　　　　　　・Ⅰ①について―法33条は違憲でない。
根拠―同意入院制度は任意の入院契約又は入院契約の外形があることが前提。その上で、精神障害では、「本
　　　　　　　　　　　　　　　　人に病気であることの認識がない等のため、入院の必要性について本人が適切な判断をすることができず、
　　　　　　　　　　　　　　　　自己の利益を守ることができない場合がある」から、精神障害者の利益をより厚く保護すべく、保護義務者
　　　　　　　　　　　　　　　　の同意があればよいとした。とすると保護義務者が同意する際に確認すべき事は、有効な入院契約又は入院
　　　　　　　　　　　　　　　　契約の外形があること、及び「入院の要件に関する医師の判断の当否につき疑いを抱くべき事情のないこと」
　　　　　　　　　　　　　　　　の二つ。こう解すると、適正手続も保障され、文言も曖昧でなく、取扱を異にする合理的理由もある。
　　　　　　　　　　　　　　　・Ⅰ②について―法は合憲なので、主張の前提を欠く。

　　　　　　　　　　　　　　　・Ⅰ③・Ⅱについて―保護義務者は精神障害者本人との間でも確認をする義務あり。これをせずに同意したな
　　　　　　　　　　　　　　　ら、保護義務者も違法な拘束について責任を免れない。本件では、Ｘが入院の要件を満たすかどうかにもＹ2
　　　　　　　　　　　　　　　市長の権限の有無にも疑問があったのに、確認せず同意したから、違法であり、過失もある。

　　　　　　　　　　　　　　　＜感想＞
　　　　　　　　　　　　　　　・保護義務者の確認義務⇔条文からそこまで読みとれたか？／書面から疑問抱いて当然⇔疑問抱くか？

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒そこまで調べろというのは酷？⇔他方、Ｘの被る不利益

・昭和62年改正→この争い自体は社会的に意味あり
